
本牧市民プール再整備事業　入札説明書に関する質問（第１回）への回答（その２）

39 入札説明書 5 21

3_(7)_ ウ _
本施設の利
便機能を営
業する事業
主体

利便機能を営業する民間事業者と
貴市との公有財産貸付契約は本施
設完成引渡し後に締結する解釈で
よろしでしょうか。

　公有財産貸付契約は、貸付期間
が含まれる事業年度の前年度末日
までに本市と利便機能営業者との
間で締結させるものとなります。
事業契約書（案）第101条第３項
（36頁）を参照してください。

40 入札説明書 6 9
3_(8)_本事
業の事業期
間

付帯事業の事業期間については付
帯事業施設完成後に付帯事業者が
貴市との間で公有地貸付契約を締
結する解釈でよろしいでしょう
か。

　付帯事業の事業期間は、入札説
明書の３_(8)（６頁９行目以降）
に記載のとおりです。本市とＰＦ
Ｉ事業者との間でＰＦＩ事業契約
の本契約の締結後、付帯事業者が
本市との間で公有地貸付契約を締
結した日から本事業の事業期間の
終了日までを原則とし、計画提案
に基づいて公有地貸付契約を締結
した日から本事業の事業期間の終
了日を越えて50年未満の期限内で
付帯事業の事業期間の終了日を設
定できるものとしています。

41 入札説明書 6 9
3_(8)_本事
業の事業期
間

付帯事業時について公有地貸付契
約の締結時期はＰＦＩ事業契約締
結時以降に公有地貸付契約を締結
する解釈でよろしいでしょうか。

　No.40の回答及び事業契約書
（案）第41条第２項（18頁）を参
照してください。

42 入札説明書 7 35
3(10)ア
(ウ)

提案企業が複数の事業も兼ねる場
合、事業収支を合わせて検討する
ことは可能か。
例えば自主事業と施設運営事業を
兼ねる場合は自主事業の収益を施
設運営に還元し、運営面を充実さ
せるなど。

　同一の提案企業がＰＦＩ事業
者、自主事業を実施する提案企
業、利便機能営業者及び付帯事業
者を兼ねている場合においても、
入札説明書の添付資料の資料９の
記載要領の別紙１の記載要領（計
画提案）に示すとおり、選定事業
の資金収支計画、自主事業の資金
収支計画、利便機能営業の資金収
支計画、付帯事業の資金収支計画
のそれぞれを個別に示してくださ
い。
　また、自主事業の収益を選定事
業に還元するなどの場合は、選定
事業の会計と自主事業の会計との
間で当該資金の移動に関する取引
が把握できるように資金収支計画
上で明示してください。

行数 項目 質問 回答番号 資料名 頁数
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本牧市民プール再整備事業　入札説明書に関する質問（第１回）への回答（その２）

行数 項目 質問 回答番号 資料名 頁数

43 入札説明書 7 35 3(10)イ

付帯事業終了時は更地返還と記載
があるが、本牧市民プールと民間
収益施設を合築とした場合、無償
譲渡やスケルトンでの返還とさせ
て頂くことは可能か。

　付帯事業用地については、付帯
事業の事業期間の終了日までに民
間収益施設を解体撤去した上で本
市に更地返還することが原則とな
ります。ただし、公有地貸付契約
書（案）第18条第１項のただし書
きの定めるところにより、本市が
民間収益施設の建物を解体撤去せ
ずに存続させるなどの対応を認
め、本市が当該対応によることを
指示した場合には更地返還以外の
条件とする場合もあるものとご理
解ください。なお、本市が更地返
還以外の条件とすることを認める
か否かについては、付帯事業の内
容や民間収益施設における状況等
の他、付帯事業の事業期間の終了
前の社会経済環境等をふまえて判
断することになることから、本事
業又は付帯事業の事業開始当初か
ら更地返還以外の条件とすること
を認めるか否かを決定することは
できません。

44 入札説明書 7 35 3(10)イ

付帯事業終了時の対応について分
棟の場合、基礎構造も含めた解体
に当たり、公共施設への影響が発
生する場合の目論見がありました
らご教示いただきたい。

　付帯事業の終了時の対応につい
ては、民間収益施設を解体撤去し
た上で本市に付帯事業用地を更地
返還することが原則となります。
また、付帯事業用地を更地返還す
るにあたり、付帯事業用地外の本
牧市民プール等の公共施設に悪影
響を与えないように対応してくだ
さい。

45 入札説明書 7 35 3(10)イ

「付帯事業の事業期間の終了日が
本事業の事業期間の終了日以降に
設定された場合、～公有地貸付契
約の定めるところにより本市が付
帯事業者に付帯事業用地の適正か
つ確実な利活用を図らせるものと
する。」と記載があるが、本事業
終了時に貴市と検討の上、民間収
益施設を改修・建替えすることは
可能か。温浴施設を商業施設へ建
替えなど。

　付帯事業の事業期間の終了日が
本事業の事業期間の終了日以降に
設定される場合は、計画提案に基
づいた付帯事業を実施することを
前提としているものとご理解くだ
さい。このため、本事業の事業期
間終了時において計画提案に基づ
いた付帯事業の事業内容を大幅に
変更することや民間収益施設の建
替え等を行うことは、計画提案に
基づいた付帯事業を実施している
こととは認められません。

46 入札説明書 8 28

3_(11)_ 本
事業の実施
に関する協
定等

目的外使用許可とはどのようなも
のを想定されているかご教授くだ
さい。

　本施設は、入札説明書の３_(2)_
イ_(ｱ)_ｂ（２頁）に示す公の施設
に該当することから、本施設全体
を貸切利用して有料のイベント等
を開催するような場合は目的外使
用許可が必要になるものとご理解
ください。
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本牧市民プール再整備事業　入札説明書に関する質問（第１回）への回答（その２）

行数 項目 質問 回答番号 資料名 頁数

47 入札説明書 11 9

3_(12)_ オ
_( ｱ )_本施
設の営業に
よる収入

これまでの本牧市民プールの料金
は１日当たりの料金でしょうかご
教授ください。

　既存の本牧市民プールの利用料
金は、１回あたり（１日あたり）
大人800円、子供200円、回数券
（普通）大人（５枚綴）3,200円、
子供（６枚綴）800円、回数券（地
元割引）大人（５枚綴）2,000円、
子供（６枚綴）500円としていまし
た。
　また、駐車場の利用料金は１日
1,000円としていました。

48 入札説明書 11 9

3_(12)_ オ
_( ｲ )_本施
設の営業に
よる収入

市内在中者の利用料金と市外在中
者の利用料金を分けて設定できる
ものとするとありますが今までの
本牧市民プールではどのような方
法で分けて設定していたのでしょ
うかご教授ください。

　既存の本牧市民プールにおいて
は、市内の磯子区及び中区の在住
者を対象とした地元割引の利用回
数券を販売していました。また、
磯子区及び中区の在住者であるこ
とについては、利用料金の支払窓
口における申告等により確認して
いました。利用料金については
No.47の回答を参照してください。

49 入札説明書 11 9

3_(12)_ オ
_( ｷ )_本施
設の営業に
よる収入

利便機能営業者は駐車場料金を得
る場合、駐車場部分に関しても公
有財産貸付契約の対象との解釈で
よろしいでしょうか。

　本施設の施設利用者駐車場の利
用料金については、本施設の営業
による収入として本施設の指定管
理者であるＰＦＩ事業者が収受す
るものとご理解ください。
　また、利便機能営業者は、本施
設の利便機能（食堂、売店、自販
機設置等）の営業による収入を得
ると共に、利便機能営業にあたり
公有財産貸付契約を締結するもの
とご理解ください。
　このため、利便機能営業者が本
施設の施設利用者駐車場の利用料
金を得ることや、本施設の施設利
用者駐車場部分を対象として公有
財産貸付契約を締結することはあ
りません。

50

入札説明書

11 12
3_(12)_ｵ
(ｲ)区分け

市内在住者と市外在住者の見分け
は、事業者にて判断するとの事で
よろしいでしょうか。

　本施設の利用料金の徴収におけ
る市内在住者と市外在住者の確認
については、指定管理者（ＰＦＩ
事業者）において適切な方法を定
めて対応してください。既存の本
牧市民プールにおける対応につい
ては、No.48の回答を参照してくだ
さい。

51 入札説明書 25 16 12(3)

想定されている参加人数や参加企
業に制限はございますか。

　入札参加者プレゼンテーション
には、各入札参加者における提案
企業に所属する者が参加できるも
のとし、各入札参加者ごとに概ね
10名以内の参加人数とすることを
予定しています。
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本牧市民プール再整備事業　入札説明書に関する質問（第１回）への回答（その２）

行数 項目 質問 回答番号 資料名 頁数

52 入札説明書 25 16 12(3)

プレゼンテーションに伴う準備
（パワポ作成など）における現時
点での注意事項はございますか。
提案書を補足する資料を加えるこ
とは可能か。

　入札参加者プレゼンテーション
は、提出した計画提案について行
います。このため、計画提案を補
足する資料を加えることはできま
せん。

53 要求水準書 13 7

第
2_1_(11)_
イ_付帯事
業の事業方
式

事業期間の終了日までに民間収益
施設を解体撤去した上で・・・と
ありますが、解体工事期間を考慮
したうえで付帯事業を終了すると
いう考えでよろしいでしょうか。

　付帯事業者は、公有地貸付契約
の終了日までに民間収益施設の解
体撤去を完了した上で、付帯事業
用地を原状に回復して本市に更地
で返還しなければならないものと
ご理解ください。公有地貸付契約
書（案）第18条第１項も参照して
ください。

54 要求水準書 14 35
第2 1
12(13)

事業計画を検討するため既存の本
牧市民プール、公園の事業収支を
ご教示いただきたい。

　既存の本牧市民プールの概況等
に関する資料を追加しますので参
照してください。
　また、隣接する本牧市民公園の
概況については、本牧市民公園の
指定管理者の昨年度の事業報告書
が下記のＵＲＬに掲載されている
ので参照してください。

https://www.city.yokohama.lg.jp
/business/kyoso/public-
facility/kaku-
katsuyou/kankyo/park/keikakuhou
koku/jigyokeikakuhoukoku.html

55 要求水準書 14 35
第2 1
12(13)

サービス対価金額のある程度の目
安がない場合、提案チームごとの
価格にバラつきが出てしまい最低
限のサービス内容での価格競争と
なってしまう可能性がある。その
ためサービス対価の合計金額・各
事業における金額の目安・上限を
ご教示いただきたい。

　本件入札の予定価格は入札説明
書の11_(6)に示すとおりです。ま
た、既存の本牧市民プールの利用
料金についてはNo.47の回答を参照
してください。その他既存の本牧
市民プールの概況等については
No.54の回答を参照してください。

56 要求水準書 15 10

第
2_1_(13)_
ア_本施設
等の整備の
実施の対価
に相当する
収入

自然由来の土壌汚染を考慮した搬
出土処分費を予め施設整備費に含
めておくこととありますが、全て
の搬出残土を考慮するという意味
でよろしいでしょうか。想定する
予め深さ、範囲等が解ればご教授
ください。

　事業用地については、要求水準
書の第２_２_(1)の表３（17頁）の
その他に示したように「地歴調査
の結果から土壌汚染のおそれがな
いと認められる土地」ですが、自
然由来の土壌汚染の可能性を踏ま
え、搬出土の抑制など、事業費リ
スクの低減を図るような整備を求
めているものとご理解ください。
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本牧市民プール再整備事業　入札説明書に関する質問（第１回）への回答（その２）

行数 項目 質問 回答番号 資料名 頁数

57 要求水準書 15 35
第2 1

12(13)オ

駐車料金、駐輪料金の設定につい
て決まりはあるか。（本牧市民公
園利用者ははじめ１時間は無料な
ど。）

　本施設の夏期の屋外プール利
用、夏期以外のスポーツ・レクリ
エーション利用、団体利用又は目
的外利用による貸切利用及び駐車
場利用などによる本施設の利用料
金の上限については、本施設の指
定管理者であるＰＦＩ事業者から
の提案に基づいて横浜市スポーツ
施設条例において定めることにな
ります。
　また、指定管理者であるＰＦＩ
事業者は利用者一人当たりの利用
料金の上限の範囲内で多様な利用
料金体系（回数券や親子パスな
ど）を提案することができます。
　なお、本施設利用者による自転
車駐輪場利用については既存の本
牧市民プールにおいて無料であっ
たことをふまえて無料としてくだ
さい。既存の本牧市民プールにお
ける利用料金についてはNo.47の回
答を参照してください。

58 要求水準書 16 19

第
2_1_(13)_
ク_公有財
産貸付料の
支払い

貸付料は公有財産貸付契約の締結
日以降とありますが、公有財産貸
付契約の締結日は、本施設の引き
渡し日以降との解釈でよろしいで
しょうか。

　公有財産貸付契約の締結日につ
いては、No.39の回答を参照してく
ださい。また、貸付料について
は、公有財産貸付契約書（案）の
第４条及び第６条に定める貸付期
間及び納入通知書により納付する
ものとご理解ください。

59 要求水準書 17 1
第 2_2_(1)_
敷地条件

土砂災害特別計画区域を指定受け
た範囲（事業用地北面に隣接する
崖地に沿って100m2程度の用地の範
囲）が要求水準書別紙にあります
が、その範囲で確定でしょうか。
又、実施方針 P.30 第4の※では
1000m2程度となっていますが、ど
ちらでしょうか。

　土砂災害特別計画区域の指定を
受ける範囲については、現在、現
地調査等の実施が図られていると
ころであり、区域指定がなされる
時期は明確ではありません。この
ため、事業用地の範囲から土砂災
害特別警戒区域の範囲を除いた再
整備用地の範囲については要求水
準書の資料４（別紙）に示す範囲
を前提としてください。なお、入
札説明書１頁４行目以降に示すよ
うに、要求水準書等の添付資料を
含め、本入札説明書と実施方針等
に相違がある場合は、本入札説明
書の規定内容が優先するものとご
理解ください。
　神奈川県による土砂災害特別警
戒区域（レッドゾーン）指定に向
けた取組状況については、下記の
ＵＲＬを参照してください。

http://www.pref.kanagawa.jp/doc
s/i6k/cnt/f617/p1204384.html
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本牧市民プール再整備事業　入札説明書に関する質問（第１回）への回答（その２）

行数 項目 質問 回答番号 資料名 頁数

60 要求水準書 17 16
第2_2_
（1）_敷地
条件

建ぺい率の算定は、下記①②のい
ずれの考え方を想定すればよろし
いでしょうか。
①プール施設と民間収益施設の合
計が、敷地面積23,033㎡の40％以
内。
②プール施設はプール施設敷地の
40％以内、民間収益施設は付帯事
業用地の40％以内、のように各敷
地内で算定。なお、この場合は非
常に制約が大きいと思います。

　本事業用地は本牧風致地区（第
４種）に指定されており、確認申
請や風致地区条例等、各申請手続
に基づく敷地設定に対して建ぺい
率を算定してください。

61 要求水準書 19 4

第 2_2_(2)_
表6_事業用
地に関連す
る工事期間
の想定

現本牧市民プール解体に伴い、解
体後埋戻しをしてからの引渡にな
りますか。それとも解体後は埋戻
をせずに引渡となりますでしょう
か。想定される解体後の敷地の状
態を示す資料や図面等を開示して
いただきたい。

　現本牧市民プールの解体工事後
の敷地状況を示す図面について
は、別途ホームページ上で10月上
旬ごろを目途に公表することを予
定しています。

62 要求水準書 19 4 第2 2(2)

貴市の現在の本牧市民プール解体
工事、事業用地内防土堤改修工
事、水道管工事の遅延に伴う工事
費の増減、スケジュールの遅延に
ついては貴市と協議の上、責任分
担、費用負担などを相談させて頂
くことは可能か

　事業用地に関連する工事として
現本牧市民プール解体工事、事業
用地内防土堤改修工事及び水道管
工事については、事業契約書
（案）第30条第１項に定める本市
又は本市が第三者をして実施する
関連業務等に該当するものとご理
解ください。また、これらの関連
業務等の遅延により計画条件等の
変更がなされる場合には、事業契
約書（案）第34条第２項に定める
本市の責めに帰すべき事由に該当
するものとご理解ください。

63 要求水準書 21 4 3(1)

提案上、新築する本牧市民プール
は、屋内とさせていただいた方が
よいと判断した場合は屋内プール
の提案も検討可能なのか。可能な
場合、条件などがあればご教示い
ただきたい。

　本施設は海水浴場の代替施設と
して整備された既存の本牧市民
プールを再整備するものであり、
屋内プールとすること認められま
せん。ただし、民間収益施設とし
て屋内プールを設けることは差し
支えありません。

64 要求水準書 22 16 3(1)イ(イ)

a~cにあげられている活用例はあく
までも具体例か。こちらに＋αし
たご提案が望ましいか。

　要求水準書の第２_３_(1)_イ
_(ｲ)のａからｄ（22頁）に挙げら
れている利活用例は参考として示
したものであり、これらの利活用
例の実施を求めているものではな
いとご理解ください。
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本牧市民プール再整備事業　入札説明書に関する質問（第１回）への回答（その２）

行数 項目 質問 回答番号 資料名 頁数

65 要求水準書 22 16 3(1)イ(イ)

aにて無料にする際は、その分の運
営費用を施設運営費としてサービ
ス対価として頂いてよろしいで
しょうか。

　指定管理料は、夏期以外のス
ポーツ・レクリエーション利用の
営業を含む本施設の施設管理業務
及び施設運営業務の実施に要する
管理運営費用（通信費、水光熱費
を含む。）の総額から本施設の利
用料収入の総額を差し引いた金額
であることから、夏期以外のス
ポーツ・レクリエーション利用の
利用料金を無料とするか否かにか
かわらず管理運営費用の一部を本
施設の利用料収入の総額と共に負
担しているものとご理解くださ
い。
　No.64の回答も参照してくださ
い。

66 要求水準書 24 20

第 3_1_(2)_
ウ_本事業
の事業主体
に関する事
項

SPCを設立する場合、代表企業は建
設時と運営時で交代しても宜しい
でしょうか（その他条件も移
行）。

　ＰＦＩ事業者としてＳＰＣを設
立する場合において、経営管理企
業（①）である代表企業と経営管
理企業（②）との間において、経
営管理企業（①）である代表企業
が本施設の引渡後に経営管理企業
（①）のみとなり、経営管理企業
（②）が本施設の引渡後に経営管
理企業（②）である代表企業とし
て、本施設の引渡日の前後におい
て経営管理企業（①）から経営管
理企業（②）に代表企業の役割を
引き継ぐことは差し支えありませ
ん。
　ただし、本施設の引渡日の前後
において経営管理企業の役割を担
う提案企業間において代表企業の
役割を引き継ぐ場合には、予め計
画提案において当該対応の詳細を
示していることが前提となりま
す。

67 要求水準書 27 36

第 3_1_(4)_
サ_( ｶ )_本
事業におけ
る業務管理
に関する事
項

市内在中者の利用料金と市外在中
者の利用料金を分けて設定できる
ものとするとありますが今までの
本牧市民プールではどのような方
法で分けて設定していたのでしょ
うかご教授ください。

　No.47及びNo.48の回答を参照し
てください。

68 要求水準書 36 26

第3_2_
（2）_敷地
利用に関す
る事項

「提供公園の敷地の規模について
は開発区域の面積の3％以上」とあ
りますが、「開発区域」と想定し
ている範囲をご教授下さい。

　提供公園の敷地の規模を設定す
るための開発区域の範囲は、事業
用地の範囲から開発行為を行おう
のに適当な区域ではない土砂災害
特別計画区域の指定を受けた範囲
を除いた再整備用地の範囲である
ものとご理解ください。
　再整備用地の範囲については
No.59の回答も参照してください。
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本牧市民プール再整備事業　入札説明書に関する質問（第１回）への回答（その２）

行数 項目 質問 回答番号 資料名 頁数

69 要求水準書 36 27

第3_2_
（2）_敷地
利用に関す
る事項

民間収益施設について、用途に
よっては、付帯事業用地を適正な
規模(1,000㎡以下)で計画してもよ
ろしいでしょうか。

　付帯事業用地の規模について
は、民間収益施設の用途に関係な
く1,000㎡以上3,500㎡以下の範囲
としてください。

70 要求水準書 38 2 2(3)ア

駐輪台数のご希望はあるか。また
よりよい施設となる様、駐車・駐
輪場の収納台数を検討させて頂き
たく、既存施設の運営時の来訪者
データ（年齢別来訪者数・居住地
域・イベント時の集客数など）の
データをご教示いただきたい。

　本施設の駐輪場については、要
求水準書の第３_２_(3)_イ_(ｴ)_ｐ
（53頁の駐輪場ゾーンの機能等
欄）に示すとおり、「横浜市自転
車駐車場の附置等に関する条例を
ふまえ、約200台程度設置すること
としています。
　また、既存の本牧市民プールの
来訪者データについては、既存の
本牧市民プールの概況等に関する
資料を参照してください。

71 要求水準書 44 22

第3_2_
（3）_本施
設の性能等
に関する事
項

必須である幼児プール、子供プー
ルは、仮設の屋外プールで良いと
いう理解でよろしいでしょうか。

　仮設の屋外プール等の水面積等
が、仮設の屋外プール等及び常設
の屋外プールの水面積の合計の３
／10以下である場合に、当該仮設
の屋外プール等を幼児プール及び
子供プールとすることは差し支え
ありません。

72 要求水準書 49 18
第 3_2_(3)_
イ _( ｴ )_o_
救護室

救護室がありますが、医療行為は
できないと思いますが、あくまで
も応急処置との考えでよろしいで
しょうか。

　救護室については、利用者の急
な病気及びけがに備え、応急手当
（応急処置）ができることとして
いますが、救護室において常に医
療行為を行うことは想定していま
せん。

73 要求水準書 53 8

第 3_2_(3)_
エ
_(ｲ)_a_(b)
_受変電・
電源設備

本施設と民間収益施設における電
気の引込は別にするとあります
が、敷地は提案企業の提案に基づ
いて分筆されたものと考えて宜し
いでしょうか（引込は１敷地１の
為）

　本施設における電気の引込みと
民間収益施設における電気の引込
みを別にするにあたり、必ずしも
付帯事業用地の分筆が必要である
とは考えていませんが、敷地境界
を明確にするための測量を行って
ください。

74 要求水準書 53 10

第3_2_
（3）_本施
設の性能等
に関する事
項

敷地有効活用のため、プール施設
利用者駐車場の一部を平面駐車場
ではなく、立体式の自走式駐車場
とすることは可能でしょうか。
また、可能である場合、階数に制
限があればご教授下さい。

　施設利用者駐車場の一部につい
て、関連法令等に基づき立体式の
自走式駐車場とすることは差し支
えありません。

75 要求水準書 53 19

第 3_2_(3)_
イ _( ｴ )_p_
駐輪場ゾー
ン

駐輪場は屋根付きとの表記があり
ますが、オートバイ、原付バイク
等には屋根は無しと考えて宜しい
でしょうか。

　駐輪場については、オートバ
イ、原付バイク等の駐車又は駐輪
にも配慮した屋根付きの駐輪場と
してください。
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本牧市民プール再整備事業　入札説明書に関する質問（第１回）への回答（その２）

行数 項目 質問 回答番号 資料名 頁数

76 要求水準書 60 3

第 3_2_(3)_
エ
_(ｴ)_b_(a)
_給水設備

市水道本管からの引込は本施設と
民間収益施設と別引込と考えます
か。

　市水道本管からの本施設への引
込みと民間収益施設への引込みに
ついてはそれぞれ別にすることを
原則としますが、再整備用地東側
からの引込みは再整備用地西側か
らの引込みよりも遠くなることか
ら、本施設と民間収益施設の配置
に応じて協議の上、一引込みとす
ることもできるものとします。

77 要求水準書 60 7

第 3_2_(3)_
エ
_(ｴ)_c_(a)
_排水設備

市下水道本管への接続は本施設と
民間収益施設と別接続と考えます
か。

　市下水道本管への接続について
は、本施設の接続と民間収益施設
の接続をそれぞれ別にしてくださ
い。

78 要求水準書 67 1 3(2)イ

工事期間中の制限（建設車両の通
行動線など）があればご教示いた
だきたい。

　建設業務の実施における近隣そ
の他への配慮については、ＰＦＩ
事業者の責任において確認の上、
周辺地域に及ぼす悪影響の防止に
ついて十分な対策を行うものと
し、万一発生した悪影響等は、Ｐ
ＦＩ事業者の責任において対応し
てください。
　なお、敷地周辺の公園利用者お
よびバス停利用者等の安全及び歩
行者動線等の安全には十分に配慮
してください。

79 要求水準書 68 11
第 3_3_(2)_
イ _( ｲ )_e_
報告事項

建設業務の終了日の翌日から14日
以内にとありますが、建物引渡日
と考えて宜しいでしょうか。

　建設業務の成果物の提出日を本
施設の引渡日と必ずしも一致させ
る必要はありません。
　建設業務の終了日は、ＰＦＩ事
業者が定める建設業務計画書に定
めるところによるものとなりま
す。

80 要求水準書 69 11
第 3_3_(2)_
ウ _( ｲ )_d_
報告事項

工事監理業務の終了日の翌日から
14日以内にとありますが、建物引
渡日と考えて宜しいでしょうか

　工事監理業務の成果物の提出日
を本施設の引渡日と必ずしも一致
させる必要はありません。
　工事監理業務の終了日は、ＰＦ
Ｉ事業者が定める工事監理業務計
画書に定めるところによるものと
なります。

81 要求水準書 72 28 3(3)イ

昇降機の台数について指定はある
か。

　本施設に設ける昇降機の台数は
計画提案によるものとなります。

82 要求水準書 74 8 3(3)カ

「365 日24 時間対応（防災諸設備
及び各種警報機器等のセンター監
視を含む。）とすること。」と記
載があるが、日中は人的警備、夜
間は機械警備（30分以内で現場に
到着可能な体制での警備）とする
ことは可能という認識でよいか。

　本施設における警備業務は365日
24時間対応とした上で、その具体
的な対応方法については計画提案
によることから、日中を人的警
備、夜間を機械警備とすることで
も差し支えありません。
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本牧市民プール再整備事業　入札説明書に関する質問（第１回）への回答（その２）

行数 項目 質問 回答番号 資料名 頁数

83 要求水準書 82 24
3_(4)_ｱ
(ｳ)a(a)利
用時間

屋外プールの利用時間は、今後貴
市との協議により、部分的に変更
も可能との理解でよろしいでしょ
うか。

　屋外プールの利用時間等につい
ては、本市の承認を得ることによ
り変更することは可能であるもの
とご理解ください。

84 要求水準書 82 24
3_(4)_ｲ(ｱ)
料金体系

市内在住者と市外在住者の金額を
分けるとの事ですが、例えば、時
間帯や天候による料金変更は、事
業者提案で可能との理解でよろし
いでしょうか。

　横浜市スポーツ施設条例で定め
る利用料金の上限の範囲内で、か
つ、市民の利用する公の施設であ
ることをふまえた料金設定につい
てはＰＦＩ事業者（指定管理者）
の提案によるものとなります。な
お、天候のように状況が変化しや
すいものを対象とした利用料金の
区分を設ける場合は、誰もが迷う
ことなく判断できるような基準に
基づくものとすることなどにも配
慮してください。

85 要求水準書 96 1 5

民間収益施設の配置について提案
と記載があるが、本事業の各施設
配置に関する配置イメージがあれ
ばご教示いただきたい。

　本施設、提供公園、民間収益施
設の配置については、計画提案に
よるものとなります。

86 要求水準書 96 1 5

付帯事業と自主事業それぞれの集
客ターゲットのイメージをご教示
いただきたい。地域住民、広域か
らの来訪者など。地域・広域両方
の集客を想定する場合は、比重が
あればご教示いただきたい。

　自主事業及び付帯事業のそれぞ
れにおける集客ターゲットは、計
画提案における自主事業総合計画
及び付帯事業総合計画において提
案してください。
　また、当該提案内容に基づいて
計画提案における自主事業の収支
算定根拠及び付帯事業の収支算定
根拠とすることが必要になりま
す。

87 要求水準書 97 16

第3_5_
（4）_民間
収益施設の
性能等に関
する事項

敷地有効活用のため、民間収益施
設利用者駐車場の一部を平面駐車
場ではなく、立体式の自走式駐車
場とすることは可能でしょうか。
また、可能である場合、階数に制
限があればご教授下さい。

　No.74の回答を参照してくださ
い。

88
基本協定書
（案）

1 19
第4条_基本
協定の有効
期間

基本協定の有効期限にかかわら
ず、第5条の規定はなおその効力を
有するとありますが、秘密の保持
に関して事業契約（本契約）を締
結した場合は、事業終了までで締
結に至らない場合は令和14年3月31
までとの解釈で宜しいでしょうか
又そうでない場合はいつまでとな
りますでしょうか。

　基本協定書（案）第５条の規定
については、基本協定の有効期
限、ＰＦＩ事業契約の締結の有無
にかかわらず、その効力を有する
ものとご理解ください。
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本牧市民プール再整備事業　入札説明書に関する質問（第１回）への回答（その２）

行数 項目 質問 回答番号 資料名 頁数

89
事業契約書
（案）

10 30

第2章_第1
節_第19条
_1_ 各業務
等における
第三者の使
用等

建設企業が建設業務を提案企業外
企業に委託し又は請け負わせよう
とする場合を除くとありますが、
専門業者（例えば電気業者、設備
業者など）に請け負わせる場合は
通知は必要ないとの解釈で宜しい
でしょうか。

　ご質問の専門業者（例えば電気
業者、設備業者など）が、事業契
約書（案）第18条第２項の場合以
外で、建設企業から建設業務を委
託又は請け負う提案企業外企業で
ある場合は、事業契約書（案）第
19条第１項に定める通知は不要に
なるものとご理解ください。

90
事業契約書

(案)
44 19

第3節
第126条
PFI 事業者
の帰責事由
による契約
解除の効力

　契約解除による違約金が「PFI事
業契約解除時点から当初の事業期
間終了時点までに収受予定であっ
た指定管理料及びその他費用の残
額の100分の10相当額」となってお
りますが、他の案件に比べ違約金
の負担が大きく地元企業の中小企
業の参画が難しくなります。
　他の貴市のPFI事業（上郷森の家
改修運営事業、横浜市瀬谷区総合
庁舎及び二ツ橋公園整備事業等）
と同様に「解除の日が属する事業
年度の指定管理料及びその他費用
の対価の総額（ただし、これに対
する消費税を含む。）の100 分の
10 に相当する額」程度として頂け
ないでしょうか？

　ご質問をふまえ、事業契約書
（案）第126条第２項における「～
ＰＦＩ事業契約解除時点から当初
の事業期間終了時点までに収受予
定であった指定管理料及びその他
費用の残額の100分の10に相当する
額～」を「～契約解除通知日が属
する事業年度に収受予定であった
指定管理料及びその他の費用の総
額（消費税等を含む。）の100分の
10に相当する額～」に変更しま
す。

91
事業費の算
定及び支払

方法
1 20 3(1)

事業費の内訳にて指定管理料に運
営上の保険料は含まれるのか。指
定管理料として含まれる内訳があ
ればご教示いただきたい。

　指定管理料は、計画提案に基づ
いた本施設の管理運営費用の総額
から本施設の利用料収入の総額を
差し引いた金額となります。この
本施設の管理運営費用の総額には
本施設の運営において付保する保
険料も含まれるものとご理解くだ
さい。

92
事業費等の
算定及び支
払方法

2 27
4_事業費の
算定及び支
払方法

基本協定書（案）の別紙１　P.13
で事業期間がPFI事業契約が終了し
た日又は令和14年3月31日のいずれ
かの早い方との内容が記載されて
いますが、提案時における入札価
格の算出は、割賦手数料、その他
の費用、指定管理料等は事業終了
を令和14年3月31日として算出して
宜しいでしょうか。

　本件入札における入札価格とな
る事業費の算定において、事業期
間の終了日とは令和14（2032）年
３月31日になるものとご理解くだ
さい。

93
事業費の算
定及び支払

方法
3 31 4（3）ア

各回均等となっているが、税抜の
状態で均等ということでよいか。

　施設整備費、備品等設置費及び
割賦手数料の合計には消費税等は
含まれません。
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本牧市民プール再整備事業　入札説明書に関する質問（第１回）への回答（その２）

行数 項目 質問 回答番号 資料名 頁数

94
事業費等の
算定及び支
払方法

4 9
4_(3)_ ウ _
指定管理料

管理運営費用は自主事業及び利便
機能営業による費用は含まないと
ありますが、通信費・水光熱費は
費用を区別するためにメーターを
分けると考えますか。

　独立採算型の事業として実施す
る自主事業及び利便機能営業の実
施により得られる収入及び費用の
総額を含まないようにするため
に、自主事業の実施による水光熱
費等に相当する料金を設定して自
主事業を実施する提案企業から徴
収する、通信に関する契約を別契
約とする、水光熱費に関する子
メーターを設置するなど、計画提
案の内容に応じた適宜な方法によ
り対応してください。

95

資料５
事業費等の
算定及び支
払方法

5 1 指定管理料

指定管理料のうち修繕費用は均等
払いではなく、事業者が提案した
計画払いとして頂けないでしょう
か。

　ご質問をふまえ、指定管理料の
各回の支払額について、「各回の
支払額　＝　（支払対象期間が含
まれる事業年度の年間指定管理
料）　×　（支払対象期間におい
てＰＦＩ事業者が支払う管理運営
費用）　÷　（支払対象期間が含
まれる事業年度にＰＦＩ事業者が
支払う管理運営費用）」及び「年
間指定管理料　＝　指定管理料の
総額　×　（支払対象期間が含ま
れる事業年度の日数）　÷　（本
施設等の引渡日の翌日から事業期
間の終了日までの総日数）」を、
「各回の支払額　＝　指定管理料
の総額　×　（支払対象期間にお
いてＰＦＩ事業者が支払う管理運
営費用）　÷　（本施設等の引渡
日の翌日から事業期間の終了日ま
での間にＰＦＩ事業者が支払う管
理運営費用の総額）」に変更する
こととします。

96
事業費等の
算定及び支
払方法

6 6
5_事業費の
内訳の確定

施設整備費、備品等設置費の事業
費の変更については、割賦手数料
や資金調達に係る手数料、金融費
用なども変更の対象となります
か。

　施設整備費及び備品等設置費の
増額又は減額などの変更が生じた
場合、当該増額分の支払方法や減
額後の施設整備及び備品等設置費
の支払方法については、本市とＰ
ＦＩ事業者との間における協議に
より定めることになります。この
ため、事業費の算定及び支払方法
に定めた支払方法に基づいて増額
又は減額により変更された施設整
備費及び備品等設置費を支払う場
合には、関連する割賦手数料も変
更されるものとご理解ください。

12



本牧市民プール再整備事業　入札説明書に関する質問（第１回）への回答（その２）

行数 項目 質問 回答番号 資料名 頁数

97

資料５
事業費等の
算定及び支
払方法

8 9
（3）ア
評価指数

物価変動に伴う指数を「消費税を
除く企業向けサービス価格指数」
（日本銀行調査統計局）を用いら
れますが、実態の物価変動にそぐ
わないため、横浜文化体育館再整
備事業のように「毎月勤労統計調
査」賃金指数-事業所規模 ５人以
上-調査産業計-定期給与（厚生労
働省）として頂けないでしょう
か？

　事業費等の算定及び支払方法の
６_(3)_アの評価指数については原
文のとおりとします。
　その他費用及び指定管理料は、
ＰＦＩ事業契約に基づいて本市が
ＰＦＩ事業者に支払うものであ
り、本市とＰＦＩ事業者との間で
取引されるサービスの価格である
と考えられます。「企業向けサー
ビス価格指数」（日本銀行）は、
企業間で取引されるサービスの価
格変動を示す経済指標であること
から、本市とＰＦＩ事業者との間
で取引されるサービスの物価変動
に基づく改定のための評価指数と
して採用しているものとご理解く
ださい。

98
公有財産貸
付契約書
（案）

1 8
第２条_貸
付物件

利便機能営業者は駐車場料金を得
る場合、駐車場部分に関しても公
有財産貸付契約の対象との解釈で
よろしいでしょうか。

　No.49の回答を参照してくださ
い。

99
公有財産貸
付契約書
（案）

1 17
第４条_貸
付期間

貸付期間は施設引渡し後の営業開
始との解釈でよろしいでしょう
か。

　公有財産貸付契約書（案）第４
条に定める貸付期間については、
各事業年度における利便機能営業
の営業内容及び営業期間に応じて
定めるものとご理解ください。
 なお、公有財産貸付契約の締結に
ついてはNo.39の回答を参照してく
ださい。

100
公有財産貸
付契約書
（案）

3 22
第16条 _違
約金

やむを得ない理由により事前に現
状変更等をしようとする理由及び
当該現状変更等の計画を書面によ
り申請し甲の承認を得れば違約金
は無しとの考えで宜しいでしょう
か。

　公有財産貸付契約書（案）第12
条第２項に定める甲の承認が得ら
れていれば、第16条第１項の規定
は適用されないものとご理解くだ
さい。

101
公有財産貸
付契約書
（案）

4 18
第18条 _原
状回復

原状回復とは施設を引渡した時か
ら変更がない場合はそのままで宜
しいとの考えですか。什器備品等
に関するものは撤去するとの考え
ですか。

　公有財産貸付契約における貸付
物件の原状回復とは、貸付物件に
おける通常損耗（経年劣化）によ
る部分を除き、引き渡し時の原状
に回復することを原則とします。
ただし、本事業の事業期間中にお
いて公有財産貸付契約は毎年度締
結することになりますので、次年
度も引き続き同様の利用を図ると
きに限り、本市の指示により利便
機能営業者の管理財物を存置する
ことも認めるものとご理解くださ
い。
　このため、入札説明書添付資料
６の公有財産貸付契約書（案）第
18条を別紙のとおりに変更しま
す。
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本牧市民プール再整備事業　入札説明書に関する質問（第１回）への回答（その２）

行数 項目 質問 回答番号 資料名 頁数

102
公有地貸付
契約書

2 3 第10条

定期借地に関し、建物の余裕部分
について市の承諾無しに転貸でき
ないと記載されておりますが、建
設される建物で事業を行う民間業
者に対して、建物の賃貸契約を結
ぶことは問題ないか。

　公有地貸付契約第２条に定める
計画提案に基づいて貸付申請書に
記載される利用計画において、付
帯事業者が民間収益施設を賃借し
て営業する者との間において賃貸
借契約を締結し、付帯事業を実施
することが示されている場合は、
当該利用計画に基づいた利用を図
ることは差し支えありません。
　ただし、計画提案において民間
収益施設を賃借する者、賃貸借契
約の概要が明示されていることが
必要になります。

103
公有地貸付
契約書

2 3 第10条

定期借地権譲渡の承認に係る要件
目論見がありましたらご教示いた
だきたい。

　当初から民間収益施設の一部に
第三者に貸し付けるための余裕部
分を設けることは認められませ
ん。
　計画提案に基づいた付帯事業の
実施にあたり、事業環境の変化等
により民間収益施設の全部の利活
用を図ることが困難になり、一部
に余裕部分を設けざるを得ない状
況となり、さらに、当該余裕部分
を第三者に貸し付けることによ
り、計画提案に基づいた付帯事業
の継続に資すると判断できるよう
な場合は、当該余裕部分の貸し付
け等を認める場合があります。

104
公有地貸付
契約書

2 27 第７条

貸付料はいつ時点から開始される
のか。定期借地権の設定日から付
帯事業の併用開始の前日までは借
地料は発生しないということでよ
ろしいか。

　貸付料は、公有地貸付契約書
（案）第４条に定める貸付期間に
応じて算定するものとし、貸付期
間は定期借地権の設定日から貸付
期間の終了日までが対象になりま
す。

105
公有地貸付
契約書
（案）

4 27
第15条 _契
約の解除

不可抗力（自然災害等）により事
業の継続が困難な場合も契約の解
除に該当しますか。

　自然災害等の不可抗力により付
帯事業の継続が困難になるような
場合は、選定事業の継続も困難と
なり、ＰＦＩ事業契約を解除し、
公有地貸付契約書（案）第17条第
１項に定める協議により公有地貸
付契約を終了することが想定され
ます。しかし、自然災害等の不可
抗力により付帯事業の継続のみが
困難になるような場合における対
応が不明確であることから、その
対応について公有地貸付契約書
（案）第15条を別紙のとおり修正
します。

106
公有地貸付
契約書
（案）

5 26
第15条 _中
途解約

不可抗力（自然災害等）により事
業の継続が困難な場合も違約金が
発生しますか。

　No.105の回答を参照してくださ
い。
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本牧市民プール再整備事業　入札説明書に関する質問（第１回）への回答（その２）

行数 項目 質問 回答番号 資料名 頁数

107
公有地貸付
契約書
（案）

6 4
第15条_事
業契約との
関係

予期せぬ地中障害物及び埋蔵文化
財の存在等の起因により着工及び
竣工が遅延した場合、遅延した日
数分、事業終了日は延長になるの
でしょうか。

　付帯事業用地において予期せぬ
地中障害物及び埋蔵文化財の存在
等により民間収益施設の整備等に
遅れが生じる場合の対応について
は市との協議により定めるものと
します。

108
公有地貸付
契約書
（案）

6 7
第 15 条 _2_
事業契約と
の関係

瑕疵担保に関する内容もしくは契
約書等はありますでしょうか

　本件土地に地中障害物及び埋蔵
文化財の存在等が発見された場合
の本市の瑕疵担保責任について
は、公有地貸付契約書（案）第17
条第２項に定めるとおりです。

109
公有地貸付
契約書

10 別紙２

公有地使用面積について詳細の決
定は協議後となると思われます
が、現時点で予定される貸し付け
対象面積に関し、最大面積等の目
論見があるか。

　No.69の回答を参照してくださ
い。

110
公有地貸付
契約書

10 別紙２

合築した場合、分棟にしデッキな
どでつなげた場合などにおける共
用部分・接続部分等の面積は賃料
対象面積に不参入でよろしいか。

　本施設と民間収益施設を合築し
た場合の接続部分等の共用部分に
ついては、それぞれの専有面積比
で按分した上で、それぞれの建物
の所有者による管理対象範囲に含
まれるものとご理解ください。

111
落札者決定

基準
4 3 2(8)

提案点＋価格点は合計何点満点
か。また、貴市のご意向に沿う提
案とさせて頂きたく、提案点にお
ける各様式ごとの配点・評価項目
（～について具体的かつ優れた提
案になっているか。地域のシンボ
ルとなる施設計画となっている
か。など）をご教示いただきた
い。

　総合評価点については100点満点
となり、100点満点の提案点の７
割、100点を上限とする価格点の３
割の合計になりす。また、計画提
案についての評価基準について
は、入札説明書添付資料の資料８_
落札者決定基準の別紙１の計画提
案に関する評価項目別の評価の視
点及び配点を参照してください。

112
落札者決定

基準
4 12 2(8)

審査委員会のメンバーについて差
し支えなければご教示いただきた
い。

　審査委員会の委員構成について
は、入札説明書の16_(2)（27頁）
に示すとおりです。

113
様式集（エ
クセル）

消費税は10％でよいか。 　消費税及び地方消費税の税率に
ついては、10％としてください。
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本牧市民プール再整備事業　入札説明書に関する質問（第１回）への回答（その２）

行数 項目 質問 回答番号 資料名 頁数

114
様式集（エ
クセル）

法人税の実効税率は事業者の考え
方によって異なり、サービス対価
の合計値に影響いたしますので、
ご指定をお願いいたします。

　選定事業、自主事業、利便機能
営業、付帯事業のそれぞれの損益
等計画における法人税等について
は、入札説明書の添付資料の資料
９の記載要領の別紙１の記載要領
（計画提案）の示すところに従
い、それぞれの事業者がそれぞれ
の事業のみを対象とした損益計算
等を行うことを前提とし、平成30
（2018）年４月１日以後開始事業
年度に適用される法人税（国
税）、令和元（2019）年10月１日
以後に開始する事業年度から適用
される地方法人税（国税）（税率
10.3％）及び特別法人事業税（国
税）、令和元（2019）年10月１日
以後に開始する事業年度に適用さ
れる法人事業税（都道府県税）、
法人都道府県民税均等割、法人都
道府県民税法人税割、法人市町村
民税均等割、法人市町村民税法人
税割のそれぞれの金額を算定して
ください。

115
様式集（エ
クセル）

法人税の実効税率は事業者の考え
方によって異なり、サービス対価
の合計値に影響いたしますので、
ご指定いただきたくお願いいたし
ます。

　No.114の回答を参照してくださ
い。

116
様式集
（PDF）

9

要求水準確認計画書の記載項目を
評価項目として考えてよいか。

　要求水準確認計画書（様式39）
における確認時期、確認方法、確
認結果の各項目に記載する事項
は、要求水準を満たしていること
を確認する時期、方法、確認した
結果を示すものであり、当該内容
を計画提案として評価するもので
はありません。ただし、計画提案
の提出時において、計画提案に示
した内容を確認するという方法
で、要求水準を満たしていないこ
とを確認した結果が示されていた
場合は、本市において改めて確認
の上、当該計画提案を提出した入
札参加者を不合格とします。
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